
講　演 東日本大震災の被害状況及び消防の活動状況等について

皆様こんにちは。ただいまご紹介いただきました
消防庁の消防・救急課長横田と申します。どうぞよ
ろしくお願い申し上げます。
はじめに、この度の東日本大震災におきまして、

犠牲になられました多くの消防団員の方々をはじめ
沢山の住民の方々に対しまして、心からお悔やみを申
し上げますとともに、この場をお借りいたしまして被
災に遭われた方々に心からお見舞いを申し上げたいと
思います。
消防団員の方々の我が身をかえりみない本当に献

身的な活動に対しまして、心から敬意を表させてい
ただく次第でございます。
この研修会にあたりまして、東日本大震災の被害

状況および消防の活動状況等について、若干お時間
を頂戴してお話をさせていただければと思います。
この後、プログラムにありますように、被災地の

消防団の方々からさまざまな活動報告がなされるこ
とと思います。それに先立ちましてお話するという
ことは、その前提となります東日本大震災の全体的
な状況について話をしろということだというふうに
受け止めました。なにしろ、この東日本大震災は皆
様ご承知のとおり未曾有の大震災でございます。そ
の全体を話すというのは、非常に困難な仕事でござ
いますので、どうか不足のところはお許しを頂戴し
たいと思います。
私は、今、消防・救急課長でございますが、つい

５日前までは防災課長を務めておりました。それを
踏まえ、この大震災について、防災の観点も含めて
お話をさせていただければと思っております。
これからお話しすることは、大きく分けますと３

つになろうかと思います。
１つは大震災の全体の概要と言いますか被害の概
要・被害状況でございます。この大震災がどんなも
のだったのかという事が１点目でございます。
２点目がその大震災に対しまして、消防団・消防団

員の方々、それから消防職員の方々がどのような活動
をされたのかということについて、全体の概要をご紹
介をさせていただきます。
３点目でございますが、この大震災を踏まえまし
て、今後の防災体制、特に津波というものに対して
どう考えていくかということについてお話いたしま
す。今、国におきましても、各自治体におきまして
も、それぞれ検討なりの取り組みが進んでおります。
その状況につきまして、私の方からご紹介をさせて
いただければというふうに思っております。
なお、話の中に若干見解なり意見を申し上げるこ
とがあろうかと思いますが、そこは私個人の考えで
あって消防庁としての見解ではないということをご
了解をいただきたいと思います。
それでは早速でございますが、お話に入らせてい
ただきたいと思います。
まずこの東日本大震災の被害状況を、１枚にまと
めてみました（図 01）。平成 23年３月 11日 14時
46分、私は消防庁の防災課で勤務をしておりました。
急に非常に強い揺れを感じ、これは大変な地震だと
判断し、すぐ消防庁危機管理センターに駆け込んだ
ことを、つい昨日のように覚えております。モーメ
ントマグニチュード 9.0。これは当初のマグニチュー
ドの表示は確か 7.9だったと思いますが、後に修正
されまして 9.0というマグニチュードが気象庁から
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発表されております。最大震度が７、宮城県の栗原
市で観測されました。
今回の特徴でございますが、まずわが国の観測史

上最大規模のマグニチュード 9.0の地震であったこ
とでございます。もう１点、長さが約 450km、幅約
200kmというかなり広い範囲の断層で、破壊が生じ
ました。それも３つの破壊が立て続けに起こったが
ためにこのような大きな被害になったということで
ございます。東北各地で６分以上の揺れが継続しま
した。それから、断層の破壊は宮城県沖から始まり
まして、岩手県沖の方向、福島県・茨城県沖の方向
に伝播していったということでございます。
何と言っても、今回被害が非常に大きくなった最

大の要因は津波でございます。ご承知のとおり、津
波に起因する人的被害・物的被害が非常に大きかっ
た、甚大であったということが特徴かと思います。
それから、被災地域というのが非常に広いという

ことでございます。東北地方を中心に東日本の広
範囲に及んでおります。避難者数でございますが、
3月 14日現在、最大約 45万人超。７月７日現在で
も 11万余の方が避難をされておられる状況でござ
います。この震災では皆様ご承知のように、津波が

主因と言われておりますけれども、福島の第一原子
力発電所の事故がこれに伴って起きたということで
ございます。
そして、余震。７月８日までにマグニチュード 5.0

以上の余震だけでも 517回起きているということで
ございまして、非常に余震活動が活発であることも
特徴のひとつだと思います。
被害の概要でございます。人的被害は、死者１万

5865名、行方不明者 7016名、負傷者 5866名、これ
は７月７日現在の数字でございます。これまでの地
震に比べますと、負傷者に対しまして死者・行方不
明者の数が圧倒的に多いというのが、今回の大震災
の一つの特徴を表していると思います。
住宅被害につきましても、非常に多くの全壊・半
壊・一部破損をもたらしました。
それから、火災でございます。津波につきまして
は「必ず火災を伴う」と言われるくらいでございま
して、今回 311件の火災が発生しております。
これが震度分布です（図 02）。ご覧のように、日

本全国すべての地域において揺れが生じている状況
がご覧いただけようかと思います。もちろん中心は
ここでございますけれども、全国に揺れが生じてい

図 01
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町村ハザードマップというマップにしておりまし
て、各戸に配っております。津波がきたらこのエリ
アのところは必ず逃げるという、浸水の恐れのある
区域を示しているんですが、それをはるかに超えて
今回は浸水をしております。
ある市におきましては、そのハザードマップの浸
水区域内の方は、逃げて被害は少なかったと、しか
しそのハザードマップの浸水区域の外の方について
は、津波が来ないだろうと思われたかどうか分かり
ませんが、すぐ外のエリアの方の被害というのが非
常に大きかったというふうに言われる先生もいらっ
しゃいました。
今回こういうようなかなり広範囲な浸水をしたと
いうことでございます。
それから、各地の津波の高さでございます。気象

庁が発表している検潮所における観測状況ですけれ
ど、それによりますと、ご覧のように、福島県の相馬
市で 9.3m、石巻市で 8.6m、宮古市で 8.5m、大船渡市
で 8.0mということで、矢印の高さを表しているわけ
でございますが、このように検潮所でも 10mに近い
津波を観測しているということでございます（図
05）。14時 46分に地震が起き、14時 49分、３分後
に大津波警報が出ております。皆様もよくご存知か

ます。この広いエリアにおいて断層の破壊が生じて
いるということでございます。破壊開始点は一番大
きいこの星印でございましてこの星印の各地でマグニ
チュード７以上の地震が発生。かなり広い範囲で余震
が発生しているという状況がご覧いただけようと思い
ます。マグニチュード５以上の地震がこの辺りで発生
していることがご覧いただけようかと思います。
続きまして、津波でございますが、津波について

の浸水の範囲をエリアごとに図にしたものでござい
ます（図 03・04）。
これが岩手県から宮城県にかけての部分ですね。

浸水面積は、全体で 561km2でございまして、特に
宮城県の浸水区域が非常に大きい、岩手県がリアス
式海岸の地形が多いのに対して、仙台以南は平地で
ございますので、内陸部まで、５km近くまで浸水
したと聞いております。
全体では 561km2、これは東京・山手線の中の面

積の約９倍の面積だということでございますが、そ
ういう広範囲な被災を受けたということでございま
す。面積的には、その浸水範囲の６割は宮城県とい
う状況でございます。
現地に入られました学者の先生にお聞きします

と、たとえば釜石市におきましては浸水範囲を各市

図 02
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図 03

図 04
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るといったようなお話もあります。
続きまして火災の状況でございます（図 06）。先程

申し上げましたように、３月 21日までの火災で総発
生件数が 303件ということでございます。多いのは、
やはり宮城県の件数が一番多くなっております。
広域火災の発生した箇所といたしまして、この４
点を挙げさせていただきたいと思います。岩手県の
山田町、宮城県気仙沼市、宮城県石巻市、それから
宮城県の名取市ということで、どういう状況であっ
たかということをご覧いただきたいと思います。消
防研究センターというところが現地調査に入ったと
きの写真なり聞き取りの結果というのをまとめたも
のでございます（図 07）。
まず、岩手県山田町の火災でございますが、市街
地の広域火災２件、それから船越地区との火災、そ
れが３件、その他というところです。町役場前、こ
ちらの写真でございますが、約６haが焼けた、それ
から陸中山田駅付近、これが 10ha、こちらの写真で
ございます。
それから船越地区の火災が、この写真でございます。
個々の聞き取りの結果といたしまして、瓦礫で消
防車両が火災現場に近づけない状況であった。それ
から市街地火災から林野火災へと広がっていったと
いう証言がございます。
焼け止まる可能性の高い道路に、避難のために乗
り捨てた駐車車両がありまして、その車両を媒介に
延焼してしまったという状況だった。
それから、津波により倒壊した建物が押し寄せた
直後に出火しているという目撃情報がある。その出
火原因は何かは、まだちょっと分からないのですが、
そういう状況であった。
山田町の場合は防火水槽が 5分くらいで空になっ
たという、状況であったというふうに、消防研究セ

もしれませんが、最初、波の高さは岩手県が３m、
宮城県が６m、福島県が３mの大津波が来るという
警報が出ております。
その後、気象庁の発表によりますと、15時 14分、

25分後くらいですか、波の高さを上げまして、岩手
県が６m、宮城県が 10m、福島県が６mという警報
に変わりました。波の高さを変更しております。
たとえば岩手県が 15時 14分に６mというふうに

変ったのですが、この岩手県大船渡の８mの波が検
潮所で観測されたのが 15時 18分だというふうに聞
いておりまして、高い波が来るというふうに変って
から、実際来るまでの時間、タイムラグといいます
か、それがそんなになかったというような状況が
あったのではないかというふうに思っております。
これは検潮所での波の高さですから、現実に溯上

高、這い上がっていくと申しますか、山の斜面なん
かにずっと上がっていく溯上高でいいますと、学者
の調査チームが言っておられましたが、一番高いと
ころでは 40m近くまで波が上っていったところがあ

図 05 図 07
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す。この写真でございます（図 09）。これ、小学校
の校舎と校庭の状況ですね。惨憺たる状況ですが、こ
れが蛇田駅東側の住宅等の火災でございます。ここに
も書いてございますが、小学校の校庭に避難者の車両
があったと。津波が押し寄せ、車両が流され始め、そ
の後車両から出火し、さらに流された燃えた車両が延
焼媒介となったのを目撃した人がいる。また、その広
域街区火災では、数箇所で出火しているのを目撃して
いる人がいる。それから、門脇町の北側は崖になって
いたため、瓦礫が集まっていた。消防隊は崖の上への
延焼阻止活動を実施した。焼け跡には車両・ボンベが
たくさん確認された。ここも瓦礫で消防車両が火災現
場に近づけない。それから津波で流された車両からの
出火を目撃している人が多いという状況であったとい
うことだそうでございます。
最後に、名取市の例でございます。名取市につき
ましては、閖上（ゆりあげ）７丁目で街区火災１ha
ということで、延焼火災が川沿いに起きております。
この延焼火災において、この平田橋付近というのが
この写真でございます（図 10）。橋付近の火災跡は、
燃えたものが津波で流されてきて、この場所に留ま
り、火災を継続したと思われるということで、これ
はニュース映像等もあるようでございます。
延焼した車両・ボンベが多く見つけられるという
状況であったと。
ここも同様で、瓦礫・水没で、消防車両が火災現
場に近づけなかった。燃えながら津波に流された瓦
礫がとどまり火災現場になった。プロパンと思われ
るボンベが津波で流され、内容物を噴霧していた。
こういうような状況であったということが、消防研
究センターの現地調査でまとめられております。
火災はこういう状況であったということでござい
ます。

ンターがまとめております。
続きまして、気仙沼市の場合でございます。主な

火災 13件で、広域の火災といたしましては、鹿折
地区と小々汐地区というところがございまして、こ
の写真が鹿折地区、これが小々汐地区の状況という
ことでございます（図 08）。
ここでも、多くの燃えた瓦礫が打ち上げられてい

た、それから、流され壊れたタンクが多い、船舶が
打ち上げられている、ボンベ・ドラム缶の焼けたも
のが多く見つけられる。こういう状況である。それ
を踏まえまして、先程と似たような様子ですけれど、
瓦礫・水没で消防車両が火災現場に近づけない状況
であった。岸壁に打ち上げられた船が燃え、津波で
破壊された瓦礫・林野へと延焼していった。それか
ら、海面上で瓦礫が燃えていた、炎が波で移動して
いた、こういうような状況であったという証言を消
防研究センターが報告をいたしております。
続いて石巻でございます。広域街区火災として門

脇町というところが約４haということでございま

図 08 図 10
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ます。ご覧のような状況でございます。
一方消防団の方も、団員の方々、７月６日現在で
すが、死者 201名・行方不明者 48名ということで
ございまして、拠点施設・車両を含めまして、多く
の被害を受けた状況でございます。
消防庁といたしましては、お亡くなりになられた、
被災を受けられた職員・消防団員の方々に対して、
弔慰金、それから公務災害保障を含めまして、きち
んと保障をさせていただくということはもちろんで
ございますが、１次補正におきまして、被害を受け
ましたこういう建物や車両の復旧につきまして、予
算措置をさせていただいておりまして、対応をきち
んとさせていただきたいと思っております。
なお、車両については、新しい車両が出来上がる
までに時間がかかります。消防団の車両につきまし
ては、日本消防協会様、それから消防職員の方は、全
国消防長会様にお願いをいたしまして、ご協力をいた
だきまして、全国から使える車両を、被災地にお送り
するということもやっていただいております。
それから、活動された方の心のケアといいますか、
そういうことも非常に大事だということで、いろい
ろなところからご指摘もいただきました。そのメン

そういう被災の状況に対しまして、主な被災県の消
防の活動状況でございます（図 11）。表にございます
通り、岩手県・宮城県・福島県の消防本部、それぞれ
12地区 36消防本部ございます。消防団 141団、約
８万名の方がいらっしゃるということでございます。
主な被災県の消防の活動といたしまして、地元の

消防本部では、津波警報の伝達、それから避難住民
の誘導、消火、救助、救急、それぞれについて対応
を実施したということでございます。それから県内
の消防本部からの広域応援、これも当然ながら実施
をした。それから地元に密着した消防団員の方々に
おかれましては、これらの活動のほか、防潮堤の閉
鎖等の水防活動、これに非常にご尽力をいただいた
ということでございます。
このような孤立者を救出したり、本当にたくさん

の方を救助したという報告を受けております。
しかしながら、その消防機関の方々にも被害が発

生をしておりまして、職員の方、これは７月７日現
在でございますが、死者 20名、行方不明者７名、
その他にも建物被害、消防本部をはじめ、多くの建
物が被害を、全壊等被害を受け、それから、車両に
つきましても、消防車両をはじめ被害を受けており

図 11
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先程長官からも話がありましたけれども、緊急消
防援助隊でございます。
全国の消防から、被災地を支援するんだと、応援
するんだということで、主な被災地であります岩手・
宮城・福島を除いた 44都道府県の緊急消防援助隊
が出動をいたしました（図 14）。これは、長官の指
示ということで、指示に基づく出動というのは、初
めてのことでございますが、３月 11日から活動終

タルケアという面で、消防団員の方々にも消防職員
の方々にも取り組みさせていただいているところで
ございます。
総数はご覧いただきましたが、こちらが消防職員

の方々の消防本部別、県別本部別の被害状況になり
ます（図 12）。
こちらが消防団の方々、市町村別の表ということ

になります（図 13）。

図 12 図 13

図 14
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す。
それから、東京電力福島第一、第二も含めまして
原子力発電所の事故というものがあったわけでござ
います（図 15）。これにつきましては、私、専門で
はございませんので、詳しい説明は省略させてい
ただきたいと思いますが、今なおご承知のように
警戒区域の設定、20km圏内は警戒区域、その他に
計画的避難区域、それから、緊急時の避難準備区
域というのが設定されているということでござい
ます。テレビないし新聞等でご承知かと思います
けれども、福島第一原子力発電所の放水活動でご
ざいます（図 16・17）。
これにつきましても東京消防庁はじめ、たくさん
の消防本部の方に活動していただいた。それから、
除染ですが、Ｊビレッジにおきまして、除染システ
ムを設置して、その運転方法を指導したり、その除
染のための活動もやっていたと。それから、広域医
療搬送。屋内退避区域がありました 20km～ 30km、
この区域の病院・福祉施設等から救急搬送を県内応

了が６月６日でございました。この６月６日まで 88
日間活動いたしまして、総派遣人員が延べ２万 8620
人ということで、全消防職員の６人に１人は派遣を
されたということになる勘定でございます。
それから、航空部隊と陸上部隊というのがござい

ます。航空部隊につきましては、人命救助、空中消
火も行いました。それから、情報収集等を行いました。
陸上部隊は、消火・救助・救急活動等に従事して

おります。
これまでに把握しております救助者数は、６月１日

時点での数字ですが、5000名を超えるということで
ございまして、この中にはもちろん、緊援隊だけで
はなくて、地元の消防本部等と協力したものも入り
ますし、警察も派遣されましたので、共同で救出し
た方々も含めてということですが、5000名あまりの
救助をしております。
これが緊急消防援助隊の出動人員の推移というこ

とでございます。この３月 18日が最大でございます。
６月６日に現地での活動は終了したということで

ございますが、総人員が、先程話したように２万
8000名あまりで、7577隊ということでございます。
緊急消防援助隊は、阪神・淡路大震災、非常に大

きかったあの大震災の教訓を踏まえてできたもので
ございます。全国のそれぞれの自治体が消防の組織
を持っているわけでございますけれども、こういう
大きな災害が起きたときは、被災地を救援・救済す
るということで、応援に行こうという仕組みを作っ
たということでございます。

23年４月現在、全国 798消防本部がありますが、
そのうち 783消防本部が、この緊急消防援助隊に登
録をいたしておりまして、隊数にすると 4354、殆ど
の消防本部が緊急消防援助隊に登録をして、応援に
行くという体制になっているということでございま

図 15 図 16

図 17
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援隊や、地元の消防機関と、緊急消防援助隊が連携
をして実施したということで、６月 24日時点で 343
名の方を搬送したと、このような活動を消防機関と
して行いました。
それから、現地の消防本部でございます。双葉広

域でございますが、当然、その消火活動なり救急活
動を本当に献身的に、精力的に実施をしていただい
ております。
これは１次補正で、もう成立したものでございま

す（図 18）。東日本大震災の復旧対策ということで、
総額 621億円の補正予算を組んでおりまして、これ
の中で緊急障害復旧車両の出動経費、原発事故にと
もないます緊急障害復旧車両の出動とか、あとひと
つは被災県内において、応援活動を行った消防機関
の活動経費ということで、これは基本的に県内応援
で消防本部がやったものが多いんですけど、いくつ
かの消防団も区域を越えて、隣町に応援に出てると
いうことがございますので、そういうような経費も
入っております。
それから消防職・団員の方への賞じゅつ金でござ

いますが、これは全部ではございません。その時点
で判明している部分だけで積算しておりますので、

図 19

図 18

当然足らないものはまた予算措置をするということ
でございます。
それから、緊援隊の整備もございます。消防防災
施設の設備災害復旧費補助金で、281億とあります
けれども、これにつきましては、庁舎でありますと
か、出張所、団の詰所でありますとか、ポンプ自動車、
こういう物が今回の災害で被災を受けていると。こ
れについても、それを復旧する、元へ戻すための補
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今回の地震・津波というものに今後対応していく
ために、どういうふうな防災対策をとらなければい
けないかということで、国の防災の基本を決める総
理大臣をトップとする中央防災会議の中に「東北地
方太平洋沖地震を教訓とした地震津波対策に関する
専門調査会」を立ち上げました。
この会議は今、精力的に検討しておりまして、後
程、概要もご説明申し上げますが、秋を目処に、こ
の専門調査会の取りまとめをやるというふうに発表
いたしております。事務局は、内閣府の防災担当が
やっております。これを受けて、国の防災基本計画と
いうものを見直すということになります。これが秋頃
以降ということでございますが、各県・各市町村で
お持ちの地域防災計画の見直しの作業が今始まって
おりますが、最終的には、この国の見直しを受けた
形で国の基本計画などと整合性をとって見直してい
ただくということになろうかと思います（図 22）。
それに対して、消防庁といたしましても、今回の
大震災を受けて、地域防災計画の見直しをご支援さ
せていただくという意味で２つのことをやっており
ます。
１つは、地域防災計画の緊急点検通知をまず出さ
せていただきました。これは、その時点で十分な精
査はもちろん出来ておりませんが、今回の大震災の

助金ということで、281億円もの要求をしておると
いうことでございます。
こういうような対応をとらせていただいておりま

す。
今まで今回の大震災がどのような状況であったの

かという概括的な話と、それに対する消防機関の活
動の概要をご説明してまいりました。
次からは、この大震災を教訓として国、それから

地方公共団体それぞれで検討が始まっております今
後への備えについて、その概要につきまして、ご説
明を申し上げたいと思います。
防災基本計画というのがございまして、これは国

が作る計画です。それに対して各県、各市町村で作
る計画というのがあります（図 20）。
それが「地域防災計画」というものでございます

（図 21）。それぞれもちろん整合性がとれているわけ
ですけれども、地震というものに対しては、重きを
置いて計画ができております。特に東海地震であり
ますとか、首都直下でありますとか、これから起こ
る可能性の高い地震については特に計画ができてお
りますが、津波というものに対しては、地震の中の
一部として津波の対策をこういうふうに講じるとい
う、その計画の中身が非常に薄いといいますか、中
身が少ないということがございます。

図 20
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のあたりまでが、その中間報告の中に盛り込まれて
おります。それ以降を今後やるということで、今やっ
ておりますのはこの土地利用、津波被害軽減のため
にどういう土地利用をすればいいか。被災地の復興
ということで土地利用について、考え方を変えてい
かなければいけないのではないかということが復興
ビジョンの中で議論もされておりますけれども、被
災地だけではなくて全国の津波被害の恐れのあると
ころについて、今後どういうふうな土地利用の在り
方がいいのかというのを今検討しております。その
次は発災時における津波避難の方策ということでご
ざいます。全体を通じて秋頃までに 10回程度開催
してまとめて、防災基本計画の見直し、特にこの津
波対策に関する記載を充実させていくということで
ございます。それから海溝型大規模地震の検討方針
でございますが内閣府防災の方でやっていると聞い
ておりますけれども、いわゆる、東海・東南海・南海
地震の３連動に対する対策ということでございます、
被害想定をし、それに対してどういう対策をとるかと
いうのを決めていかなければいけないということで、
検討を進めておりますが、それに反映させる、当然な
がら復旧復興へ反映させていく、こういうことで、こ
の研究会は秋頃を目標に取りまとめるということに
なっております。

教訓といいますか、この大震災を踏まえて、こうい
うところが課題になるのではないかということを、
お示しをして、各自治体で、自分のところは大丈夫
だろうかということを、点検していただこうという
ような趣旨のものでございます。
それと、消防庁の中に検討会を立ち上げさせてい

ただきました。今回の東日本大震災の被害状況から
課題を調査しようということがひとつと、何が課題
だったかというのをできるだけ明らかにしよう、そ
れを地域防災計画に反映していただくに際しての留
意点とかですね、他の自治体ではこういうことを
やっているとか、その事例の紹介だとかをさせてい
ただこうと。それを参考にしていただいて各自治体
で地域防災計画を見直していただこうということ
で、こういう取り組みを今やっております。ここに
中央防災会議専門調査会のスケジュールがありま
す。10回程度開催し秋頃最終取りまとめをするとい
うことと、６月末頃を目標に中間報告を取りまとめ
る。この中間報告は出ております。中間取りまとめ
までに４回検討会が行われまして、今回の地震津波
被害に関する分析、それから、今後の大規模地震対
策における対象地震の考え方、津波による被害の抑
止軽減のための基本的な考え方、方向性、それから
津波防ぎょのための施設整備の基本的な考え方、こ

図 21
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もう対応できないということで、住民の避難を軸に、
土地利用・避難施設・防災施設の整備等のハードソ
フトの取りうる手段をつくした総合的な津波対策の
確立が急務であるというふうにされております。
誤解を恐れずに言えば、津波のレベルを２つに分
けてハードで守れるものと、これはもう護岸を作っ
ても越えてくると、その時に人の命を守るというこ
と、避難対策に万全を期するという対策と２つを分
けて考えるという考え方をこの中間報告では出され
ているというように私は理解しております。
それともうひとつ、国の動きといたしましては気
象庁でございます。気象庁におきましても、最初に
３分後に出した津波警報が、岩手県３m、宮城県６m、
福島県３mだったと、それを修正していったわけで
すけれども、今回の対応が本当によかったのだろう
かという、非常に問題意識を持っておられます。と
いうことから今後の津波警報の改善に向けた勉強会
をやっておりまして、私も委員に加えていただいて
いたんですけれども、気象庁ではこの秋頃を目処に
改善の方向性について取りまとめるということで考
えておられます（図 23）。
検討課題ですが、課題１から課題５まであります。
ひとつは機器の障害、通信が途絶える、長期の停電
が起きた、こういう状況の中で地震津波観測点から

１のところに書いてある今までの地震津波防災対
策では、過去に繰り返し発生してきたところについ
ては将来同様の地震が発生する可能性が高いという
ことで、それを中心に想定をしてきたと、しかし今
回の東北地方太平洋沖地震というのは、その想定を
大きく上回って甚大なことが起こったということな
ので、これまでの考え方を改めまして、津波堆積物
調査という過去に堆積した地層調査をやることに
よって、文献に残っていない遠い過去に何があった
かということを知ること、そういうあらゆる可能性
を考慮した最大クラスの巨大な地震津波を検討して
いくべきだということになっております。
今後の対策を講じるにあたっては、今般の東北地

方太平洋沖地震を基本にするということにしており
ます。
２のところでございますが、今後の津波の対策を

どうやっていくかという基本的な考え方です。これ
には（１）と（２）がございまして、今までは想定
できる地震に対してハードを中心に対応を考えてき
たという反省に立って、ということだと思うんです
が、ハードで守れる範囲の津波に対しては、護岸と
かのハードで対応することでございます。しかし、
それ以上のいわゆる想定外の、1000年に一度とかで
すねそういうような津波に対してはハードだけでは

図 22
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ます。
それから４番目は、ここから地方自治体も関わっ
てくる話なのですが、警報情報の確実な伝達という
話でございます。停電、それから通信障害のような
状況で、テレビや携帯等で津波警報の更新とか津波
観測情報が入手できない、そういうような状況が
あったのではないか。避難先とか避難途中などで、
最新かつ的確な避難のための情報を入手するのが困
難な状況があったのではないか。
この点につきましては、実際避難され避難所にい
らっしゃる方に対して、内閣府と気象庁と消防庁、
三者で調査をしようという話がございます。
それから防災計画とのリンクということで、これ
は地域の防災計画が津波警報とか予想される津波の
高さに応じた臨機かつ実効性のある避難勧告、避難
指示、避難行動を起こせるものにするような事を
もっと考えなければならないのじゃないかと、そう
だと思います。住民の速やかな避難に結びつくかた
ちで、地震津波への警戒、警戒情報が十分行き届き、
利用されるのか、これは日頃の防災教育なり防災学
習の普及、という知識の普及というところの話でご
ざいます。
５番目は、津波警報基準として津波の高さを用い
ることは適切か？３mという高さを用いることが適

のデータが途中で切れてしまうというような状況が
起きたということで、その対応ということでござい
ます。
それから２番目は、初期段階での地震規模の適切

な推定、警報のより迅速な更新ということでござい
まして、津波被害第１報における津波の高さの予測
が過小であった。津波警報の更新において十分な
リードタイムが確保できなかった。こういう状況に
基づいてこういう課題をどう考えていくか。

3番目は警報や情報の内容、それからタイミング。
学者の中にもこう言われる方がいらっしゃいますが、
要するに、安心情報として受け止められた例がある
んではないか。３mというのが、最初に出ましたが、
その３mが例えば 10mの護岸を持っているところで
は、「大丈夫だ。逃げなくてもいい。」というメッセー
ジみたいになってしまった。結果的にですね。そう
いうご意見の方もいらっしゃいました。
地震の規模推定の精度が低い段階での津波の高さ

予想の伝え方、どういうふうに伝えたらいいか。確
実な高さを出すには時間がかかるので、それまでに
どういうふうに伝えたらいいか。津波の観測値・高
さをどう伝えるべきか。特に第 1波が小さかった場
合、それをどう伝えるべきかという点でございます。
後続波に関する情報提供の欠如というものがあり

図 23
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ます。
それから、大きな２番目が避難でございます。こ
れは、警報が出たら、それを早く確実に住民の方に
伝えるということが一番大事かと思います。そのた
めには、たとえば、停電が起きるということもあり
ます。それから、防災情報無線が地震で壊れたとい
う場合もあるかもしれません、そういういろんなこ
とが想定されるので、それであっても耐えられる手
段、それは多様化ということですけれども、いろい
ろな手段を並行して持っていて、これがだめだった
らこれこれがだめだったらこれというようなことを
考えていただきたいというのが、この大きなところ
でございます。
それから３番目といたしましては、災害応急対策
です。情報収集というのはなかなか難しいというこ
とで、とにかく何が起きているのか、被害の情報収
集方策を検討してください。消防団員・消防職員の
方々をはじめ、防災事務に従事する方々、役場の方
も沢山亡くなられておられます。防災事務に従事す
る方の安全確保について考えてください。これは、
非常に難しい問題で、私どもといたしましても問題
意識を持っておりまして、実は、消防団員の方々が
どういう活動中にお亡くなりになられた方が多いの
か、現地でのお話によればですね、避難誘導中に被
災されたという方が一番割合的には多いというよう
なお話をお聞きしております。
それから水門を閉めに行って被害に遭われたとい
う方もいらっしゃいます。安全というものをどう考
えるか。我々消防庁としてもですね、これをどう考
えるかということにつきまして、今後検討していか
なければいけないと思っております。
それから、住民の安否情報を、市町村の区域外へ
避難された方もかなりいらっしゃいますので、そう
いうときの安否情報なんかも、どういうふうにやる
かということ。
中長期に渡る災害対応をやるということになりま
した。
こういう中で、避難所での問題でありますとか、
停電についても非常用電源設備を含めて対応も考え
ておかなければいけません。
大きな４番目が、災害予防についてということで、
物資の備蓄そして輸送の問題でございます。今回い
ろいろな課題がありましたが、ひとつは燃料です。
活動するにも車の燃料がないと車両は動きません。
この燃料というものをどうするのか。これは自治体
だけの責任だけではありません。国がきちんとそう
いった対応を取らなければいけないと思っておりま

切か？こういう投げかけも、気象庁は自分自身にさ
れておられるということです。
こういう問題意識を持って気象庁としても今後の

津波警報の在り方について、今、検討されていると
いうことをお話申し上げたいと思います。
そのような国の検討がございまして、これを受け

た形で消防庁でも、地域防災計画の見直しについて
検討をやっておりますが、その土台となりますのが
先程申し上げました緊急点検通知でございます。
５月６日に出させていただいておりまして、東日本

大震災の論点というか、検討点を、大きく４点に分け
て、示さしていただいたものでございます（図 24）。
若干ご紹介をさせていただきますと、まず大きな

１つ目は被害想定でございます。津波に特化して考
えますと、沿岸を持つ市町村それぞれに置きまして
は、「これらの津波が過去にあった。」もしくは考え
られるということで、地域防災計画の前提として
何mの津波を被害想定の前提として考えるかという
ことがあります。
総じて、今まで高い津波があったところは高くな

りますし、殆どその津波の被害を受けたことがない
ところは、それほど高くないという状況ですが、過
去にそういうことがなくても、つまり、文献上にな
くても、想定外のことは起こるんだということを、
想定外の高さの津波が来るということはありうるん
だということで、その時の備えというのも合わせて
考えておいてくださいというのが、１点目です。
また、地形、それがいわゆる大都市であるか、農

村部であるが、漁村部であるかそういうような地域
の特性によって、それぞれ避難場所とか避難路につ
いても違ってきますので、一般的にこうだからとい
うのではなくて、この地域はこういう状況だからこ
こを命を守るための避難場所に考えてくださいと、
たとえば、都市部であれば、「津波避難ビル」。公共
のビル、もしくは民間のビルと契約、ご協力のお願い
をしまして、上へ上へと逃げるという、そういうこと
も含めて検討をしてくださいというのが、１番です。
それから、２番目ですが、これは今回の特徴です

が大きな津波によって役場の機能そのものが失われ
た、もしくは、大きく低下したという市町村がござ
います。
そういうところについては、やはり役場が中心に

なって、応急対策、そしてそのあとの復旧対策をやっ
ていかなければいけませんから、そういう意味で災
害対策本部の場所、ここがだめだったらここ、ここ
がだめだったらここというような大体の場所を常に
検討しておいてくださいというような趣旨でござい
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うそういう体制についてちょっと考えてください。
これらは、震災後早い段階の話ですから、当然、こ
れ以外の話、課題もどんどん出てきていますので、
そういう検討点、地域防災計画での見直しにあたっ
ての留意点、それから他の自治体では、その点につ
いてこんなことをやっているところがあるとか、そ
ういうことを検討をしていただくことにしておりま
す。これがその検討会の話でございますが、半分終
わっていまして、あと２回を予定しておりまして、
秋頃をめどに取りまとめるということでございま
す。
検討事項はこの２点でございます。災害の応急対
応の初期段階までをまず今回の検討会では話し合う
ということでございます。自治体でご検討いただく
際の課題の抽出や、見直しにかかる留意点、それか
ら参考事例の紹介等をやっていきたいというふうに
思っているところでございます。
以上、ちょっと雑駁になりましたが、私から全体
について国のこれからの対応等も含めまして時間を
頂き、ご説明をさせていただいたところでございま
す。
ご清聴ありがとうございました。

す。民間企業と協定というか、優先的に燃料を供給
してもらう契約を結んでいて、それが役に立ったと
いう自治体もありました。
それから、都道府県の区域を超えた相互消防応援

協定の締結ということで、通常県内は市町村応援協
定を結んでおる例が多いんですけれども、今回は、
特にひとつは、全国知事会というのがございます。
それから、全国市長会、全国町村会、それぞれ応援
に入っていただいて、非常に効果があったと地元か
らは言われております。
ひとつの例でいいますと、関西連合のお話があり

ます。それぞれ、対応する県、対応する場所を決め
て、支援をしたという話もございますが、この今回、
広域応援というのが効果を上げたというふうに言わ
れております。それから、今回、海外からも、救助
隊はじめ支援もございました。円滑な地元の受け入
れ体制というのも、今後考えていかなければいけな
いという点でございます。
それから何より、住民の防災意識の向上の普及啓

発ということでございまして、前々からいわれてる
ことなんですけれども、津波は第１波より第２波以
降の方が大きくなる可能性があるとか、そういうこ
とを含めた津波に対する防災意識というものを日頃
から普及啓発向上させていかなければいけないとい

図 24
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